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1. 序論：知財業界における自律型AIの浸透とパラダイムシフト 
2025年から2026年にかけて、人工知能（AI）の技術的進化は「生成AI（Generative AI）」による単一
タスクの支援から、「AIエージェント（Agentic AI）」による複数ステップの自律的実行へと劇的なパラ
ダイムシフトを遂げた 1。世界知的所有権機関（WIPO）が発行した2025年のレポート「World 
Intellectual Property Indicators 2025」によれば、生成AIツールの広範な普及が起爆剤となり、世界
中の特許出願件数は前年比4.9%増、意匠出願は2.2%増という過去最高水準の急増を記録してい
る 3。知的財産（IP）の領域において、このAI技術の浸透は極めて深く、かつ不可逆的な影響をもたら
している。かつてAIは特許明細書の一部を自動生成する「高度なタイプライター」として認識されてい
たが、現在のAIエージェントは、先行技術調査の計画立案、膨大な特許データベースの推論的探
索、拒絶理由通知（OA）に対する初期分析、そして期限管理（ドケッティング）までを自律的に遂行す
る「デジタル従業員」へと進化を遂げている 2。 

このような技術的ブレイクスルーを背景に、企業の知的財産部（知財部）におけるAI導入が急激に進
展している。企業法務および知財部門のAI導入率に関する2025年の調査では、わずか1年の間に
生成AIツールの利用率が27%から69%へと倍増以上を記録しており、業界全体が「実験段階」から
「実運用段階」へと移行したことが裏付けられている 6。企業知財部は、これまで外部の特許事務所
に依存していた定型業務や初期段階の書類作成を急速に内製化（インハウス化）しつつある 7。この
結果、「企業が下請け作業を特許事務所に外注する」という従来のサプライチェーンは崩壊の危機に

瀕しており、特許事務所および弁理士には、その存在意義と提供価値の根本的な再定義が突きつ

けられている。 

本報告書は、生成AIおよびAIエージェントが普及した現代において、企業知財部の業務プロセスが
どのように変化しているかを分析するとともに、外部専門家である特許事務所や弁理士が今後担う

べき新たな役割、必要とされるコアコンピタンス、そして不可避となっているビジネスモデルおよび報

酬体系（課金モデル）の変革について、網羅的かつ多角的に考察するものである。 

2. 企業知財部におけるAI活用の現在地と「内製化」の波 
特許事務所の未来を論じる上で、まずその最大のクライアントである企業知財部が、AIエージェント
をどのように活用し、内部プロセスを変化させているかを正確に把握する必要がある。企業側の劇

的な変化は、特許事務所への直接的な要求水準の引き上げと、委託業務の強烈なスクリーニング

を意味している。 

2.1 圧倒的なスピードの獲得と「80〜90点」の品質の内製化 
最新の企業事例において、AIエージェントの導入は劇的な業務効率化を実現している。社内の開発
資料や仕様書をAIシステムに入力するだけで、AIは発明の骨子を自動抽出し、先行技術調査を実



施した上で、特許事務所へ発注するための充実したドキュメント（明細書のベース）をわずか数分か

ら数時間で作成することが可能となっている 8。これまでのブール演算子（Boolean）を用いたキー
ワード検索は、AIによる自然言語のセマンティック検索（意味検索）やグラフAI技術に取って代わられ
ており、用語が全く異なっていても概念的に類似する特許を抽出し、検索工数を50〜75%削減する
ことが実証されている 7。 

現在のAIプラットフォームは、独立請求項や従属請求項の構造を備えた「80点から90点」の完成度
のドラフトを生成する能力を有している 8。また、国内の先進的な知財AIソリューション（例：
MyTokkyo.Ai）では、「Deep Search（意味に基づく文脈検索）」「Deep Analysis（技術構成や作用効
果の構造化）」「Deep Proposal（出願方針の自動生成）」といったプロセスをAIエージェントが自律的
に切り替えながら実行するレベルに達している 10。これにより、企業知財部は特許事務所に「ゼロか

らの起案」を依頼する必要性が急速に薄れている。 

2.2 外国出願・中間処理における劇的なコスト削減 
AIエージェントの導入は、単なる時間短縮にとどまらず、数億円規模の外部委託費用の圧縮（コスト
リダクション）をもたらしている。島津製作所などの事例では、AI活用により年間1億円以上のコスト削
減が実現されている 8。その主な削減内訳は以下の表の通りである。 

 

コスト削減の対象領

域 
従来のアプローチ

（外部委託） 
AI導入後のアプロー
チ（内製化・効率化） 

コストおよび期間へ

の影響 

明細書の翻訳業務 特許事務所や現地

代理人に英語・中国

語等の翻訳を全面

委託 

生成AIを用いて社内
事務員が翻訳を内

製化し、レイアウト調

整等のみ外注 

多額の翻訳外注費

を大幅圧縮、即時処

理が可能に 8 

OA（拒絶理由通知）
対応 

現地代理人に分析

（アナリシス）を依

頼。1回あたり約45
〜50万円の費用発
生 

NotebookLMなどの
AIで数分で初期分析
を完了し、現地代理

人の分析をカット 

アナリシス費用を全

額削減、1ヶ月強か
かっていた検討を数

分に短縮 8 

期限延長費用の支

払い 
代理人経由のタイム

ラグにより3ヶ月の応
答期限を超過し、延

長料金が多発 

自社および日本の特

許事務所で共通AIを
活用し、即時検討ラ

インを構築 

無駄な延長料金の

支払いを完全に回避 
8 

このように、かつて特許事務所や現地代理人の重要な収益源であった「翻訳」「初期調査」「OAの一
次分析」といった業務は、企業内のAIシステムに吸収されつつある。 

 



 
 
2.3 処理部門から「戦略の司令塔」へのシフト 
定型業務から解放された企業知財部員は、机に向かって書類を作成する「処理業務」から脱却し、

社内外を駆け回る「戦略の司令塔」へと役割を変えつつある 8。経営戦略や事業戦略を起点とし、AI
に将来の技術トレンドと自社技術のギャップを分析させ、知的財産の獲得ロードマップを自律的に描

かせることが可能となっている 8。 

さらに重要なのは、AIが処理を代行することで創出された時間を、AIにはアクセス不可能な「現場の
一次情報」や「人づての情報の獲得」に全振りしている点である。開発現場との直接対話による、仕

様書には表れない「暗黙の課題」の抽出や、競合他社・業界ネットワークからの生きた情報の収集

が、知財部員の新たなコアバリューとなっている 8。 

3. 弁理士業務の変容：代替される領域と残存する聖域 
企業の知財部が強力なAIエージェントを装備した世界において、特許事務所の仕事が完全に消滅
するわけではないが、その職務内容はかつてない規模で再編されている。「仕事が消える」のではな

く、「定型・前処理・一次草案」が生成AIによって圧縮・代替され、弁理士の重心は「最終判断・戦略設
計・説明責任」へと不可逆的に移動しているのである 7。 



3.1 知財業務向けAIプラットフォームの勃興とコモディティ化 
特許業務のコモディティ化を牽引しているのが、急成長を遂げている知財専門のエンタープライズAI
ツール群である。市場では、検索からドラフト作成、さらには訴訟分析に至るまで、多岐にわたるソ

リューションが展開されており、弁理士が手作業で行っていた業務領域を急速に浸食している。 

 

主要プラットフォーム 中核的な機能とAIの強み ターゲット領域と影響 

Cypris / Patsnap 変圧器モデル（Transformer）
やグラフAIを用いた自然言語
による意味的先行技術探索 

ブール演算子検索の代替。

キーワードに依存しない90%
以上の精度の概念検索を実

現 9 

Rowan / DeepIP 管轄地域ごとの要件に準拠

した特許明細書の自動生成

（図面ラベルやクレーム書式

を含む） 

下書き作成の時間を20〜
40%削減。マルチエージェン
ト型で出力の整合性を自己

検証 9 

LexisNexis PatentSight ポートフォリオ全体に対する

知財情報と経営戦略の統合

分析 

クライアント企業が自社で競

合ベンチマークを容易に行え

る環境を提供 11 

Patlytics 訴訟関連情報の集約、侵害

マッピング、および証拠開示（

eDiscovery）の自動トリアー
ジ 

訴訟レビュー工数を劇的に

削減し、初動対応を高速化 11 

これらのツールが普及することで、出願書類の発明提案書の要約、請求項（クレーム）の叩き台、概

要書・要約書の作成、表現の統一といった作業は、完全にAIの領域へと移行した 7。 

3.2 人間の専門判断が中核に残る領域（聖域） 
一方で、AIがどれほど進化しても、長文の明細書全体における論理的整合性の担保や、請求項の
不明確性の評価においては、依然として安定性に限界があることが学術研究でも示されている 7。以
下の領域は、近い将来も弁理士という人間の専門家が中核を担う「聖域」として機能する。 

●​ 権利範囲（クレーム）の戦略的設計: AIはもっともらしい請求項を生成できるが、特許査定を得
るために安易に権利範囲を狭めすぎる傾向がある（ハルシネーションの回避行動） 8。事業戦
略上、どこまで上位概念化して広い権利を狙うべきか、あるいは将来の競合他社の回避設計

をどう防ぐかといった、ビジネス上のリスクとリターンを天秤にかける高度な設計は人間にしか

できない。 
●​ 拒絶理由対応（OA）における「勝ち筋」の判断: AIは引用文献の差異を論理的に整理すること

は得意だが、「この2つの文献の組み合わせで進歩性を否定するのは無理がある」といった、



審査官の論理の飛躍や事実誤認を突き、反論のストーリー（勝ち筋）を構築することは、審査

基準の深い理解と実務経験に基づく高度な暗黙知を必要とする 7。 
●​ 「責任」を伴う意思決定のサポート: AIには業務執行権限がなく、法的責任や損害賠償責任を

負うことはできない 8。他社への警告状の送付や、訴訟における法理の形成など、企業にとっ
て重大なリスクを伴うアクションの最終的な意思決定を下すためには、AIの出力を「AIよりも賢
い立場」で精査し、その正当性を人間が保証する必要がある。 

4. 生成AI時代における特許事務所・弁理士の「3つのコアバ
リュー」 
定型的な書類作成がAIによって「そこそこの品質（80〜90点）」で瞬時に提供される時代において、
特許事務所が「作業の外部委託先」から「戦略的パートナー」へと昇華し、生き残るために提供すべ

きコアバリューは以下の3点に集約される 8。 

バリュー1：AIには出せない「クオリティの上限」の突破 
企業側がAIで作成した80〜90点ベースの明細書に対し、残りの10〜20点を埋め、特許権としての
圧倒的な強靭性を付与することが弁理士の最大の使命となる 8。これを実現するためには、ベテラン
弁理士の思考プロセスを解体し、AIへと転写する技術が求められる。 

●​ 限界突破のための「暗黙知」のプロンプト化: トップレベルの弁理士は、「引用文献のどの箇所
を、どのような順番で読み、何と比較するのか」といった無意識の思考プロセス（暗黙知）を

持っている 8。この属人的なノウハウを徹底的に言語化し、一般化した論理構造としてAIのプロ
ンプトに落とし込むことが不可欠である。特定の案件に依存しない論理ツリーを構築し、事務

所独自のAI環境に組み込むことで、AI単独では到達不可能な品質の安定供給が可能になる 8

。 
●​ 圧倒的なスピード感への適応: 企業側が数分で初期分析を終えるテンポに合わせ、特許事務

所も「時間をかけて良いものを作る」という従来の牧歌的な発想を捨てなければならない 8。企
業側と共有した同一のAI環境（例えば共通のツールやプロンプト）を基盤に、瞬時に深い考察
と修正案を返す「同じ目線でのアジャイルな協業」が求められる。 

バリュー2：「意思決定・責任」の担保と、AIのゲートキーパー機能 
AIエージェントの自律性が高まるほど、「誰がその出力に法的な責任を持つのか」という問題が先鋭
化する。AIエージェントが自律的に契約交渉を行い、あるいは特許出願の手続きを遂行したとして、
エラーが生じた場合の法的責任を機械が負うことはできない 15。 

●​ ヒューマン・イン・ザ・ループ（Human-in-the-loop）の盾: 法務・知財領域において、期限の徒
過や不適切な権利範囲の設定は取り返しのつかない権利喪失（事業リスク）に直結する 5。AI
が行政的・労働集約的なタスクを処理する傍らで、弁理士は最終的な「ゲートキーパー（門

番）」として、また企業の「責任の盾（Liability Shield）」として機能することが最大の価値となる。 
●​ 文脈の補完と人間関係ネットワーク: AIはインターネット上の公開データや入力されたテキスト

データからしか学習できない。したがって、仕様書に記載されていない現場のリアルな技術的

背景や、人間関係に基づく政治的な文脈（例：競合他社との関係性や事業部間の力学）といっ



た「AIがアクセスできない人づての一次情報」を自らの足で獲得し、AIの出力データと融合させ
て意思決定を下す能力が極めて重宝される 8。 

バリュー3：AIガバナンスとコンプライアンスの提供 
AIを業務に利用することは、同時に新たな法的・倫理的リスクを引き込むことを意味する。特許事務
所は、クライアントに対して「適法かつ安全にAIを活用している」というガバナンスの証明を提供でき
なければならない 7。無資格の事業者がAIツールを活用して法的サービスを提供することは、弁理士
法第75条に抵触する非弁行為となる懸念が極めて高く、弁理士は単に「AIで書けること」ではなく、
「適法にAIの出力を監督し、機密漏洩を防ぎ、最終責任を負えること」自体をサービスとして提供する
必要がある 7。 

 

 
 

5. 次世代弁理士の3類型とAI適応への学習ステップ 
将来の特許事務所において、全員が画一的な業務をこなす時代は終わりを告げる。生成AIと協働す
る環境下では、弁理士の役割は専門性に応じて高度に分化し、以下の3つの高付加価値な類型へと
収斂していくと予測されている 7。 



1.​ AI活用スペシャリスト: 事務所内のAIガバナンスを統括する役割を担う。安全基準を満たす承
認ツールの選定、高度なプロンプトやアジェンティック・ワークフローの設計、AI利用標準の整
備、さらには若手アソシエイトに対する「AIの監督の仕方」の教育を主導するアーキテクトとし
ての機能を持つ 7。 

2.​ 戦略アドバイザー: クライアント企業の経営層と直接対話し、マクロな事業計画と技術動向を統
合する。AIを用いたIPランドスケープ（知財情報分析）などを駆使し、どの技術を出願し、何を営
業秘密（ノウハウ）として秘匿すべきかといった、より上流の知財ポートフォリオ戦略の意思決

定を支援する 7。 
3.​ 高付加価値技術弁理士: 極めて深い技術的理解に基づき、高度な紛争案件や共同開発契約

の交渉、複雑な標準必須特許（SEP）の権利化など、AIが作成したベース資料を素材として、最
高難度の「勝ち筋」を設計するスペシャリストである 7。 

これらの新たな価値を提供する弁理士へと進化するためには、単にツールを導入するだけでなく、体

系的な学習ステップを踏む必要がある。第一に、各種AIモデル（ChatGPT、Gemini、Claudeなど）の
基本性能と、ハルシネーションなどの限界を正確に把握することから始まる 8。次に、自身の業務フ
ローを解体し、どこがAIに代替可能か（初期分析や翻訳など）、どこが人間のコア領域か（最終判断
や戦略立案）を見極める。その上で、最もハードルが高いとされる「専門知識（暗黙知）の徹底的な言

語化」を行い、継続的なトライ＆エラーを通じて独自のノウハウを形式知として蓄積していくプロセス

が不可欠である 8。 

6. ビジネスモデルと報酬体系（課金モデル）の不可避な変革 
生成AIおよびAIエージェントの導入は、法律事務所や特許事務所の業務プロセスを変えるだけでな
く、1960年代から業界を支配してきた「タイムチャージ（時間請求）モデル」を根底から破壊しつつある 
16。 

6.1 「AI効率性のパラドックス」とタイムチャージの終焉 
現在の特許・法務業界において最大の問題となっているのが、「AI効率性のパラドックス（The AI 
Efficiency Paradox）」と呼ばれる現象である 17。 

生成AIやAIエージェントを活用することで、かつて若手アソシエイトが数時間から数日かけて行って
いた法的リサーチ、先行技術調査、明細書や契約書のドラフト作成が、わずか数分から数十分で完

了するようになっている 17。研究によれば、法律専門家の業務の大部分を占める反復的なタスクに

おいて、AIは作業時間を50%から最大90%削減する能力を持つ 17。 

しかし、従来のタイムチャージ（費やした時間×時間単価）モデルを維持したままAIを導入すると、作
業効率が上がれば上がるほど、事務所の売上と利益が直接的に減少するという矛盾が生じる 17。例

えば、従来10時間（請求額50万円）かかっていた明細書作成が、AIによって1時間で完了した場合、
クライアントへの請求額は5万円に激減する。これは事務所の経営を直撃するだけでなく、AIが数分
で作成できるドラフトに対して、無理に人間の作業時間を水増しして請求することは、クライアントに

対して経済的に不条理（economically absurd）であり、倫理的な問題も引き起こす 16。 

6.2 定額制（Flat Fee / Fixed Fee）および価値ベースの価格設定への移行 



このパラドックスを解消し、AIの生産性向上を事務所の利益に直結させる唯一の手段が、「費やした
時間」ではなく「提供した成果・価値」に対して課金するモデル、特に定額制（フラットフィー）への移行

である 17。 

 

課金モデル AI導入の影響と経済的合理
性 

クライアントの受容性と競争

力 

タイムチャージモデル 作業時間の大幅削減に伴

い、収益が激減する。利益相

反を生み出す。 

予算の予見可能性が低く、非

効率な作業にコストを払うこ

とに不満が増大 16 

定額制（Flat Fee） 作業時間の短縮がそのまま

利益率（プロフィットマージン）

の劇的な向上に直結。 

顧客の71%が定額制を希望。
予算の透明性が高く、テクノ

ロジーの恩恵を共有できる 17 

ハイブリッド / サブスクリプ
ション 

顧問業務や知財監視（AIエー
ジェントによる自動トラッキン

グ）などに適用しやすい。 

継続的なパートナーシップを

構築し、中長期的な戦略的ア

ドバイスを受けやすい 19 

定額制を採用した場合、作業時間を短縮することは売上の減少ではなく、「利益率（プロフィットマー

ジン）の劇的な向上」を意味する。先ほどの例で言えば、明細書作成という「成果物」に対して従来通

り50万円の定額を設定（あるいはAI利用による恩恵を共有して40万円に設定）し、AIを駆使してそれ
を1時間で完成させれば、事務所の利益率はかつてないほど高まることになる 17。 

実際、法務サービスを利用する消費者の71%が、予算の予見可能性と透明性を担保できる定額制
（フラットフィー）を望んでいるというデータがある 17。さらに、AIを積極的に導入し、定額制を採用して
いる中規模事務所は、タイムチャージに固執する大手事務所に対して明確な競争優位性を築きつつ

あり、支払いの回収スピードも約2倍速いと報告されている 17。 

 



 
 
特許事務所は、AIツールのライセンス費用やインフラ構築という新たな固定費を回収するためにも、
また、定型業務が内製化され減少していく中で収益基盤を維持するためにも、「高度なコンサルティ

ング費用」「案件ごとの固定報酬」「サブスクリプション型の知財顧問契約」といった代替的料金体系（

AFA: Alternative Fee Arrangements）へとビジネスモデルを根本から転換しなければならない 19。 

7. 法的・倫理的課題とグローバルなガバナンス対応 
AIエージェントの業務への組み込みが進む一方で、知財という高度な秘匿性と厳密な法的手続きが
求められる領域においては、技術的便益と同等以上に、法的・倫理的なリスク管理が問われてい

る。2025年から2026年にかけて、世界各国の特許庁や規制当局、そして弁理士会は、AIの利用に
向けたガイドラインの策定や法整備を急速に進めている 7。 

7.1 発明者性とグローバルな知財制度の攻防 



AI技術が高度化する中、最も根源的な法制上の議論となっているのが「AIは発明者になり得るか（
Inventorship）」という問題である。この議論は、世界各国で「DABUS（Device for the Autonomous 
Bootstrapping of Unified Sentience）」と呼ばれるAIシステムが発明者として特許出願された一連
の訴訟を通じて表面化した 21。 

英国最高裁判所、米国特許商標庁（USPTO）および連邦巡回区控訴裁判所、オーストラリア連邦裁
判所、そしてドイツ連邦特許裁判所など、主要な司法・行政機関は一貫して「特許法上の発明者は

自然人（人間）でなければならない」との判断を下している 21。これにより、AIが大きく寄与した案件に
おいても、人間による「顕著な寄与（significant contribution）」が存在したことを明確に証明する責
任が生じており、発明面談の記録やプロンプトの入力履歴のログ管理が、実務上不可欠な証拠保全

手続きとなっている 7。 

さらに、AIの学習データを巡る著作権の「フェアユース（公正利用）」の境界線についても激しい法廷
闘争が繰り広げられている。New York Times対OpenAI、Getty Images対Stability AIなどの主要な
訴訟は、著作権で保護されたデータを用いた学習の適法性を問うものであり、これらの判決次第で

は、企業が使用する生成AIモデルの運用に重大な制限が課される可能性がある 15。弁理士は、出

力された特許明細書や図面が第三者の著作権を侵害していないかを監査する役割も同時に負って

いる。 

7.2 日本弁理士会（JPAA）による「AI利活用ガイドライン」の指針 
このようなグローバルな規制強化の波を受け、日本弁理士会は2025年4月、「弁理士業務AI利活用
ガイドライン」を公表し、実務における生成AIの利用を前提とした上での厳格なルールを明示してい
る 20。このガイドラインは、実務が「AIを使うべきか否か」という議論から、「どのように統制して使うか
（ガバナンス）」という段階へ移行したことを象徴している 7。 

ガイドラインで示された主要な論点とリスク対応は以下の通りである。 

1.​ 秘密保持とオプトアウトの徹底: クライアントの未公開の発明情報（秘密情報）を扱うにあたり、
入力データがAIの再学習に利用されない設定（オプトアウト機能）を備えたエンタープライズ向
けツールの使用が強く推奨されている。また、学習の有無にかかわらず、秘密情報を入力する

際には事前にクライアントから同意を得ることが求められている 20。AIへの入力による意図せ
ぬ公知化によって、特許の「新規性」が喪失するリスクは、知財実務において致命的である。 

2.​ ハルシネーションと最終責任の所在: AIが事実無根の判例や先行技術を生成する「ハルシ
ネーション」のリスクに対し、出力内容を鵜呑みにせず、人間（弁理士）が一次情報を基に内容

を精査・吟味する義務が明記されている 20。AIの出力をそのままクライアントや特許庁に提出
することは、弁理士の善管注意義務違反に該当する可能性が高く、成果物の「最終責任」はあ

くまで弁理士個人に帰属する 7。 

7.3 特許事務所の「二極化」と組織的対応 
このような厳格なガイドラインや、欧州連合（EU）で2025年初頭から施行された「AI法（EU AI Act）」の
ような法的拘束力のある規制が提示されたことで、特許事務所の対応は明確に二極化している 22。 

一方には、情報漏洩リスクやハルシネーションを極度に恐れ、「業務でのAI利用を全面的に禁止す



る」という保守的な姿勢をとる事務所が存在する 20。しかし、前述の通り、AIを活用する企業側（クラ
イアント）の圧倒的なスピード感とコスト感覚から乖離していくため、このアプローチは中長期的な生

存戦略としては極めて脆弱である。 

他方には、IPTech弁理士法人のように、ガイドラインに準拠した社内規定をいち早く整備し、安全基
準を満たすクローズドなAIツールを本格導入する先進的な事務所が存在する 20。勝ち残る事務所

は、AIを禁止する組織ではなく、「承認済みツールの限定」「入力禁止情報のルール化」「レビュー責
任者の明確な配置」といったAIガバナンス体制をクライアントに対して透明性をもって提示できる組
織である 7。 

これからの特許事務所は、AIが作成した「下書き」を素材とし、そこに人間の専門家が高度な法的解
釈と責任を付与する「二段階承認プロセス（アジェンティック・ワークフロー）」を組織の標準手順とし

て実装することが急務となっている。 

8. 結論：AIエージェントを駆使する知財戦略の未来と弁理士
の進化 
2026年現在、企業の知財部における生成AIおよびAIエージェントの活用は、単なる効率化のブーム
を超えた不可逆のメガトレンドとして定着した。一次調査から下書き作成、さらには翻訳に至るまでの

定型業務の高速化と内製化の波は、特許事務所にとって「下請け的な書類作成業務」の終焉を明確

に示している。しかし、それは同時に、弁理士という職能の真の専門性が問われる新たな時代の幕

開けでもある。 

これからの弁理士に求められるのは、AIが量産する「80点のアウトプット」を人間の手作業で模倣し
たり、競い合ったりすることではない。自らも最先端のAIツールを極限まで使いこなし、長年培った高
度な「暗黙知」をAIのプロンプトへと昇華させる技術的適応力である。そして、AIの導入によって浮い
た膨大なリソースを、AIには決して到達できない領域――すなわち、開発現場のリアルな課題抽出、
マクロな事業戦略と連動した知財ポートフォリオの構築、そして法的・経済的リスクを伴う「最終的な

意思決定と責任の担保（ヒューマン・イン・ザ・ループ）」――へと集中的に投下しなければならない 5

。 

同時に、業界を縛り付けてきたタイムチャージ制という古いビジネスモデルから脱却し、提供する「付

加価値（バリュー）」に基づいた定額制（フラットフィー）への移行を断行することが、事務所の収益性

を確保し、持続的な成長を遂げるための絶対条件となる 17。 

生成AI・AIエージェント時代の到来は、弁理士から仕事を奪うものではない。むしろ、書類作成という
労働集約的な作業から専門家を解放し、知財という複雑なパズルを通じて企業の競争優位性をデ

ザインする「戦略の司令塔（ストラテジスト）」、そして法的な安全性を保障する「信頼のゲートキー

パー」という、本来あるべき高次元の役割へと進化させる歴史的な契機なのである。この激動の時代

においては、技術を恐れて遠ざける者ではなく、いち早くAIを組織の血肉とし、安全なガバナンス体
制のもとで「使ったもん勝ち」の競争を制する特許事務所こそが、次世代の知財業界を強力に牽引し

ていくことになろう 7。 
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